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1.は じ め に

本 書 は,昭 和53年 度 事 業 として,当 協 会 の委託 に ょ り(財)日 本 エ ネル ギ ー

経 済研 究 所 が調 査 し,と りま とめ た 「石 油 精製 業情 報 ニーズ 調 査 」 の成 果 報告

書 であ る。

1.1報 告書 作 成 の 目的

高度 な産 業近 代 化 を図 って来 たわ が 国の産業活動 は,産 業 相 互 間 の 関連 性 を

著 し く高 め てい るた め に,産 業,企 業間 の情 報(デ ータ)の ネ ソ ト ・ワ ーク

の必 要性 が 高 ま って い る一方,情 報量 の拡大 か ら,効 率 的 な利 用 シス テ ムの

開発 は 経 済性 の面 か らも望 まれ て来 て い る。わ が国 にお け る これ ら情 報(デ

ー タ)の 集 中管理
,利 用 の た め のシ ス テム,機 構 の 開発 の現状 に くらべ,利

用 され るバ ー ド・ウ エア ー(電 算 機機 能)の 開発 は著 し く先 行 して お り,海

外(と くにアメ リカ)で は す で に商 業 ベー スの情 報 システ ムが各分 野 で進 め

られ てい る。

わ が国 の石 油精 製 業 にお い て も電 算機 利用 に よる情 報(デ ータ)の ス トッ

ク,情 報(デ ータ)の 解析 処 理 は 日常 業務 化 して い るが,石 油連盟 お よび各

企 業 に おい て もその 利 用 は個 々の 目的 別 に分 散 してお り,情 報(デ ータ),

解析 処理 の集 中 化,共 通 化 は行 わ れ て い な い。

今後,情 報(デ ー タ)の ス トック お よび処 理 の効率 化 と迅 速 化 の ため に情

報(デ ータ)シ ス テム 化 を計 る には,石 油精 製業 に共 通 に必 要 とな る情 報 ニ

ーズ の ベ ースを把握 す る こ とが急 務 であ る
。

高度 経 済 成長 と ともに石 油需 要 は急 増 し,石 油 精製 業 の産 業 活動 はわ が国

経 済 お よび産業 の全 局面 と密接 不可 分 な相 関性 を 持つ ようにな ってお り,石 油

精 製 業 に お け る情 報 ニ ーズ は 多 種,多 面 化 して,量 的 に もぼ う大 な もの とな

つて い る 。

今 後,情 報(デ ー タ)シ ス テ ム の開発 に ょる基 本 デー タ の行 政,産 業,企
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業,相 互 の連 携,デ ータ結 合 によ り,相 互 にお け る効 率 的 な処 理 が可 能 とな

る こ とが望 まれ る。

本 報告 にお い ては,こ れ らの視 点 か ら,石 油 精製 業 が お かれ て い る位 置 と

そ の役 割 を十 分 には た す ため の政 策,戦 略 検 討 のた め に,ど の よ うな情 報 を

必 要 と してい るか を明 らか にす る ことを 目的 と して い る。

1.2報 告書 の構 成

この報 告 書 は,石 油 精製 業 に必 要 とな る基 本 的 情 報(デ ータ)を 明 らか にす

る こ とを 目的 と してい る が,石 油精製 業 の政 策情 報 として必 要 とな る情 報 の

範 囲 は,わが 国 内外 に わた り極 めて 広 範 で あ る。

その た め に,先 づ第1に,「2.わ が 国石 油 精 製業 の現 状 と特 徴 」 にお い

て,わ が 国 の石 油 精製 の おか れて い る環 境 と位 置 を明 らか に し,石 油精 製 業

の基本 的構 造 の特徴 点 を示 す ことに ょ り,石 油 精 製 業 の か かえ る主要 な政 策

的 課題,と くに 「石 油 危 機 」後 の問 題 点 を概 説 し情 報 ニーズ の ひろ が り と重

要 な柱 を求 め る。

さ らに,「3.わ が 国石 油 精製 業 の政 策課題 」 で,石 油 精製 業 に お け る産

業 活 動 体 系 の各 分 野 にお い て,2章 に述 べ た政 策 課 題 や問 題点 が,具 体 的 に

どの よ うに発 生 し,ど の よ うな対応 を求 め て い るか を述 べ る 。

以 上,3章 で述 べ た石 油 精製 業 が か か え る現 在 の問題 点 や解明 す べ き課題

に対 し て,対 応 策 を検討 する ため に,ど の よ うに解 析 し,解 析 のた め に必要

とな る情 報(デ ー タ)は どの よ うな もの が あ るか にっい で,「4.政 策課 題に対

す る対 応策 と必 要情 報 」で述 べ る。

以 下,「 政 策 課題 別 デ ータ 利用 状 況 」 お よび 「情 報 サ ービス一覧 」 に よ り,

必 要 情 報 の重 要度,情 報源 を示 す 。

なお 最後 に,エ ネ ル ギー関 係情 報 に つい て,現 在 進 め られ てい る情 報 シス

テ ム の開 発状 況 を概 観 し,今 後 の産 業 情 報 シ ステ ム開 発 の参 考 とす る 。
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2.わ が国石油精製業の現状 と特徴

わが 国の総 エ ネルギ ー需 要 は 「石 油危 機 」以 降,3.5億 トン(石 油 換 算)前

後 で推移 して い るが,ア メ リカ に次 ぐ自由世 界 第2の 大 エ ネルギ ー消費 国 であ

る こ とに かわ りは な い。

しか も依 然 その75%を 石 油 で 満 してお り,石 油 産業は そ の供 給 責 任 を担 っ

てい る 。

しか し,国 産原 油 は微 々た る もの であ り,そ の ほ とん どを輸 入 に依 存 して い

る 。輸 入原 油 中,60%は8大 国 際石 油 企 業(い わゆ るメ ジ ャー)を 経 て供 給

され,80%弱 が 中東 地域 か らの産 出原 油 で あ り,ほ ぼ90%がOPEC(石

油輸 出 国機 構)傘 下 の産油 国 か らの供 給 で あ る。

わ が国 へ の原 油 供 給体 系 が産 油 国 に おけ るOPEC ,世 界へ の原 油 配 分 ↓(お

け る メジ ャー,そ れ ぞ れ の戦 略 に大 き く影 響 され ざ るを得 ない と い う,多 重 的

な供 給構 造 を持 って い る。

一方
,石 油製 品 の需要 は,ガ ソ リンか ら重油 に いた る各製 品 毎 に 固有 の需 要

分野 を持 ち,そ れぞ れ が独 自の需 要変 動 を示 す 。

石 油精 製 業 は この よ うに供 給,需 要 両側 面 で独立 の変動 要 因 を かか え な が ら,

そ の中間 にあ って,石 油 製 品 の需 給 バ ラ ンス を調整 す る機能 を要 求 され て い る

とい え る。

この よ うな需給 条 件 に あ る原 油 ・石油 製品 を取 りあつか う石 油 精製 業 を と り

か こむ重 要 な政策 的環 境 は以 下 の 国際的 環 境 と国内 エ ネルギ ー政 策 の2つ に大

き く分 け る こ とが 出来 よ う。.

①OPECと メ ジ ャーズ

② 石 油 業 法 と総合 エ ネ ルギ ー政 策

以 下,そ れぞ れ につ いて略 述 す る。

/
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2.10PECと メジ ャー ズ

わ が国 は輸 入 す る原 油 の80%を 中 東地 域 に依 存 してお り,90%がOP

EC加 盟 産油 国 の原 油 であ る。

その た め に,わ が 国 の原 油 入手 条件 は,大 き くOPECの 生 産政 策 に 左右

されざ るを得 ない 。

「石 油危機 」前,中 東 地域 で の原 油生 産 利権 は メジ ャーズ の手 に掌握 され,

世 界へ の原 油 の配 分 は メ ジ ャ ーズ の支 配 下 に あ った が,「 石 油危機 」 を境 に,

OPEC傘 下 の産油 国 に おけ る生 産 の主 権 は 産油 国 の手 に移 行 し,原 油 生 産

の管理 と原 油 価 格決 定 はOPECの 手 にゆ だ ね られ る よ うに な って い る。

さ らに,最 近 の イ ラ ン革命 にみ られ るよ うに,中 東 産油 国 は なお政治 的 不

安 定 要 因 を か か え てい る 。

この た め,不 測 の事 態 に対 し,リ スク の分 散 をは か る と同 時 に,産 油 国 と

の直接 取 引 に よ る原 油 輸 入 条件 の強 化 をは か るため に,非 中 東原 油 の輸 入,

中東 産油 国 との政 府 間 取 引(GG原 油)や 二国 間 直接 取 引(DD原 油)等 に

ょ る石 油輸 入供 給 源 の多 様 化 が必 要 とな ってい る。

非 中 東原 油 と して,中 国原 油 が登 場 して い るが,中 国原 油 が低硫 黄,重 質

原 油 で あ る と こ ろか ら,国 内需 要 と対 応 をは か るた めに は重 質 油 分解 が考 え

られ ね ぱな らな くな って い る。

輸 入 され る原 油 の構 成 の変 化 は 国内 の 公害対 策,需 要 条 件 に よって精製 の

対応 が異 って くる こ とに な る。

一方
,わ が 国 の石 油 精製 企 業は原 油 の入手 に関連 して何 らか の形 で国 際 石

油 資本 と提 携 し てお り,「 石 油危 機 」後,世 界の原 油供 給構 造 は大 き く変 化

した とは い え,世 界 の原 油 市場 へ の配 分 は なお メジ ャーズ に よ らざ るを得 ず,

メジ ャーズ か らの供 給 ル ー トは最 も安 定 した もの で あ り,今 後 とも多 くを依

存 せ ざ るを得 な い 。 しか しイ ラン政 変 にみ られ る供 給 削減 の よ うに,そ こに

は微 妙 な変 化 が あ らわ れ て来 て い る。

唯 単 に,緊 急 時 対 策 に よ る当 面 の事態 へ の対応 に とどま らず,産 油 国 イ ラ
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ンの 今後 の政 治 情勢 と,イ ラン とメ ジ ャーズ との関係 の変 化 によ って,イ ラ

ン原 油 のわ が 国へ の輸 入 条 件 は変 っ て来 ざ るを得 ない。

この よ うな,情 勢 の変 化 を的確 に掌握 す るた め に は,唯,原 油 の生 産 状 況,

資 源状 況 等 の情 報(デ ータ)に つ い てのみ で はな く,そ の原 油 生 産条 件 を規

制 して くる中 東産 油 国 の政 情,中 東 産油 国 に対 す る先 進諸 国 の対応,メ ジ ャ

ーズ の戦 略 等
,極 め て 国際 的,政 治的 な情 報 が重 要 な意 味 を持 って い る。

2.2石 油業 法 と総 合 エ ネ ルギ ー政 策

貿 易為 替 自由化 の一環 とし て昭和37年 に 公布,施 行 され た石 油 業 法 は1石

油 はわ が 国エ ネル ギー源 の大 宗 をな す基礎 物 質 で あ るか ら低 廉か つ安 定供 給

をはか る必 要 が あ る」(エ ネルギ ー 懇談会 中 間報 告,昭 和36年12月)も

の と して,石 油供 給 計 画 を策 定 して,精 製 業 の許 可 制,設 備 許 可 制 を と り,

石 油 製品 の需 給 バ ラ ンス をは か って来 た。

一方 ,昭 和40年 に総 合 エ ネルギ ー調 査会 が発 足 し,「 石油 はわ が 国経 済

社会 に とって不 可 欠 のエ ネ ルギ ー源 と して の地位 を確立 してお り,将 来 の エ

ネル ギー供 給構 造 にお い て も,世 界的 に最 も豊 富 か つ低 廉 な石油 を中心 」 と

す る とい う基本 的 方 向 をと って来 た 。

この よ うに,世 界的 に供 給過 剰 状 況 に あ った原 油供 給 を背景 に消 費地 精 製

方 式 を と り,エ ネル ギ ー供 給 の中心 に石 油 をお き,石 油 製品 需 給 を安 定 的 に

保 持 す るこ とに よ って,高 度経 済 成 長 を さ さ えて来 た 。

しか し,「 石 油危 機 」 の発 生 は,こ め政 策 の方 向 を大 き く変 え る ことにな

った 。

石油危 機 発 生 直 後,「 石油需 給適 正 法」,「 国 民生 活安 定 緊 急 措 置法 」 に

よ り,一 連 の緊 急 時対 策 が と られ る 一方,原 油 価格 の高騰 に対 応 す るため の

石 油 業 法 に も とつ く標 準 価格 の実 施(昭 和50年12月 ～ 昭和51年7月)

等 の当面 の需 給 ・価 格 を中 心 とす る石油 精製 業 に お け る事 業 活 動の 調整 が行

われ た。
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総 合 エ ネル ギ ー調 査会 は1970年 代 に入 って か らの国 際石 油 市 場構造 の変

化(テ ヘ ラ ン協 定以 降 のOPECの 台 頭)に 対 応 しつ つ,エ ネル ギ ーの安 定

供 給 のた め① 産油 国 を加 え て の国 際的協 調,② 石油輸 入 方 式 の多様 化,③ 自

主開発 の推 進等 エ ネル ギー供 給 多様 化 の方 向 を 目指 して来 た。

「石 油危機 」後,根 本 的 に変 化 したエ ネ ルギ ー事情 につ い ての検 討 を 経 て

総 合 エ ネル ギ ー調 査会 は 昭 和50年8月 「昭和50年 代 エ ネ ルギ ー安 定 化政

策 」(中 間 答 申)を 発 表 し,① 石油依存 度 の低減 と非 石 油エ ネルギ ー源 の 多

様 化 ② 省エ ネ ルギ ーの 推進 ③新 エ ネル ギ ー技術 開 発促 進 等 を提 言 し,な

お将 来 にわ た っ て,石 油 へ依 存 せ ざ るを得 な い として も,そ の拡大 をお さ え,

石油 産 業 の構造 改 善 を進 め る とと もに,石 油供 給 の安定 確保 をは か る ことが

石 油政 策 の基 本 的 課 題 であ る とした 。

石 油 精製 業 は前 項 で述 べ た 国際 的環 境 の再 編 成 と と もに この総 合 エ ネル ギ

ー政 策 の枠 組 み の 下 で今 後 の 産 業活 動 を推 進 して行 くこ とにな る。

そ の ため の政策 として,① 石 油業 法 の適切 な運 用 に よ り,需 給,価 格,設

備 増 強等 の環 境整 備 をは か る,② 石 油 産業 の構 造 改 善 を進 め産 業基 盤 の強 化

.を は か る,③ 揮 発 油販 売 業 法(昭 和51年11月)等 に よ り石油 流 通体 制 の

整備 を はか る等 の施策 が すす め られ る ことに な る。・

さ らに石 油精 製 業 は環 境 問題,立 地 問題 との調 整 をは か りつつ,石 油製 品

の市 場 条件 に 対応 す る こ とを求 め られ て いる。

石 油 精 製 業 は これ ら多 くの枠 組 み の 中で企 業戦 略 を進 め て行 くこ とにな る

が,そ の選 択 の 幅は著 し くせ ば ま りきび しい もの に な って い る。
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3・ わが国石油精製業の政策課題

わ が国 の石 油 精製 業 が,原 油供 給 とい う上流 部 門 の政 策決 定 の大 部 分 を産 油

国 お よび国 際石 油 企業 の手 に ゆだね つ つ,自 由世 界第2位 の大 規模 な石 油 製品

の需 要 を充 す た め に,下 流 部 門 に おけ る精 製(製 品 生 産),販 売(製 品流 通)

を通 じて,石 油 製品 需 給 の調整 機 能 を担 って い る と ころに,我 が 国石油 精 製 業

の最 大 の政 策 課 題 が あ る 。

と くに,「 石 油危 機 」 を経 て,世 界 の石 油 供 給 条 件,お よび国 内 の石 油 需 要

の 市場 条件(エ ネル ギ ー需要 構造,環 境 ・立 地 条 件)の いず れ も,石 油精 製 業

に とって,政 策 選 択 の幅 を著 し くせば め てい る。

わが国石 油 精 製 業 にお け る産業活 動 の フ ローの各段 階 を図3-1の よ うに集

約 し,「 石 油 危機 」後 ク ローズ ・ア ップされ て来 た政 策 課題 を 「石 油危 機 」前

後 に お け る内 外 情勢 の推 移(表3-1石 油 精製 業 にお け る内外 情勢 の推移)を

参 照 しつ つ,以 下に要 約 す る。

① 原 油 輸 入

② 石 油 精 製

③ 流 通 ・備 蓄

④ 環 境 ・立 地

⑤ 経 営 ・税 制

3.1原 油輸 入

OECDを は じめア メ リカ政 府 その他 各 種 機 関 に よる世 界 のエネル ギー の
＼

長 期 的 な需 給見 通 しに おい ては,各 国 の経 済 成 長 率及び エ ネ ルギ ー弾 性 値 の

大 小 に かか わ らず,世 界 の エ ネ ルギ ー需要 は なお 増 大す る ことは 必至 で あ る。

わが 国 に お いて も,昭 和60年 度 を見 通 せば,総 一次 エ ネルギ ー需 要 に占

め る石油 の割合 は,な お70%程 度 の高 い依 存 度 で あ り,し か も,そ の大 部
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・分 を輸 入 石 油 に た よ らざる を得 な い。 しか るに,世 界 の原 油生 産量 と需 要 の

見通 しを考 慮 す る と,わ が 国 が安 定 的 に必 要原 油量 を確保 出来 るか どうか,

どの よ うに して確保 してゆ くかは 極 め て重婁 な課 題 で あ り,最 近 の イ ラ ン情

勢 に示 され る よ うに,最 大 の 原 油供 給源 で あ る中東 原 油 の供 給 可能性 には不

確定 な要 素 が 多 い。
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石 油 製 品 需 給

、
、
＼
、

石 油 精 製 一____一 ー ー 一 一

、 、

、 経 営 ・ 税 制
、
、 _________一 ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一
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表3-1石 油精製 業におけ る内外情勢 の推移

㊤

国際エ ネルギー情 勢
原 油 輸 入

(原 油,輸 送)

石 油 精 製

(設 備,製 品)
流 通 ・備 蓄 環境 ・公害 ・立地 経 営 ・税 制

・OPEC,カ ラ カ ス 総 会02) ・生焚 き原油,問 題化 ・グ ル ー プ に よ る 輸 ・石油 輸送 ,全 国パ
・新宿柳町事件

・テ ヘ ラ ン協 定 成 立 〔2} ・L/S重 油 の輸入 番投資 イプライン化計画 ・ カ ドミ ウ ム公 害 ,

促進 ・規模の大型化推進 の基本構想〔5) 問題化

・ ワー ル ドス ケ ー ル ・重油脱硫等 ,脱 硫
・ガソ リンの無鉛化

45
の改訂{1) の促進 推進(5)

バ ン カー価格 と港

費をレー トに織込

む'

・トリポ リ協定成立㈲ ・ア ラ ビア石油の プ ・東亜石油 フレキ シ ・海上交通安全法案 ・工業再配置促進対 ・証券取引法の一部

・リベ リア船ユ リアナ号,原 ロラタ方式の継続 コーカ ー建 設計画 ・国家備蓄計画の策 策 改正

46 油流 出事件(11) {5} (6) 定
・ジュネーブ協定調印(1} ・JIO会 社 設立(7) ・低硫黄化 ,ガ ソ リ

ンの脱鉛化推進

・ア ラス カ パ イ プ ラ イ ン,米 ・重 油輸入,関 税割 ・石油パイプライ ン ・四 日市公害訴訟判 ・航空機燃料税新設

47

政府建設を許可(5)
・イ ラク政府 ,イ ラク石油

(IPC)の 国有化(6)
・リア ド協定(事 業参加協定)

調 印(②

当て制度(TQ制)

に移行

事業法成立{6)

・熱 供給事業法成立

(6}

・原 油備蓄告示〔6)

決(7}
・工業再配置促 進法

施行(10)
・石連 に海水油濁 処

理機構発足(1)

(4)
・関税定率法 一部改

正(4)

・石 炭 ・石油対策特

別会計法(4)

∨ ・ ク ウ ェー ト,カ タ ー ル事 業

参加協定調印(1)

48

・新 ジュネー ブ協定調印(4)

・INOC ,日 本 との原油長期

契約(9)

・中 国原油 の輸入開

始(5)窓 口:国 際

石油㈱ 日本 ・中

・石油需給適正化法

(②
・国民生活安定緊急

・政 府 石油緊急対

策要綱発表

・SOx ,NOx,オ キ

シダン トについて

新環境基準 のまと

・航空機燃料税増徴

(4)

・第4次 中東戦争(1① 国石油輸入協議会 措置法(12) め 〔4|



ー

さ

ー

国際エネルギー情勢
原 油 輸 入

(原 油,輸 送)

石 油 精 製

(設 備,製 品)
流 通 ・備 蓄 環境 ・公 害 ・立地 経 営 ・税 制

・OPEC
,原 油価格を一方的 ・標準価格の設定(1) ・海運造船合理化審 ・大気汚染防止法改

値上(10) 議会 正案
48 ・OPEC ,原 油価格の2倍 引 48-52年 度 の 内 ・自動車 ガソリン無

上(]2) 航適正船腹量案を 鉛化対策
・石油消費国会議開催(2)

答申

・ア ラ ム コ参 加 交 渉
,ジ ュ ネ ・日本 ・中国石油輸 、 ・生鮮食品の緊急輸 ・SOx総 量 規制実 ・揮発油税増徴(4)

一 ブで開始(6}・ 入協議会が発足(7) 送運賃補償制度④ 施(11) ・航空機燃料税増徴
・OECD理 事 会

,国 際エ ネ ・イラクGG原 油 引 ・51年 度 自動車排
(4}

49 ルギー機関(IEA)設 立 を 取契約(9) ガス規制告示(2} ・日米 エ ネ ル ギ ー研

承認(11) ・昭 和50年 度 以降 ・(財)漁 場油濁被害 究開発協定に調印
・OPEC総 会

,ア ブダビ方式 の外航海運政策に 救済基金設立(3} 〔7)

採用(12) つ い て答 申(12)

・石油会社による国際諮問機 ・中国原油輸入懇話 ・家庭用灯油の元売 ・備蓄原油購入資金 ・環 境 ア セ ス メン ト ・中小企業近代化促

関IBAの 発 足(4)
・ス エズ運河

,8年 ぶ りに再

会発足(4)
・サ ウジア ラビア第

指導価格の廃止〔6)
・標 準価格の設定02)

融資制度
・石油流通情報シス

の制度化
・NOx排 出第2次

規制(⑫)

進法の改正(7)

石油製品販売業の
開(6) 一位供給国 となる 31,000円/kZ テム開発委員会の ・SOx排 出規制

業種指定 、

50 ・原油価格の10%引 上 げ{9)

・北 海油田(フ ィーティーズ)本

・中国原油の増大 ,

南方原油の減少

設置(10
・新東京国際空港給

(K値)改 正(12)
・油 濁損害賠償法成

立(12)

・公害防止設備 ,原

油備蓄施設の割増
格的生産開始(11) ・タ ンカーの過剰船 油問題 ・石 油 コ ン ビ ナ ー ト

償却制度の延長
・ク ウ
ェー ト政 府,100%事 腹の表面化 ・屋外 タンク貯蔵所 災害防IF法(12)

事参加で合意 ⑫ 規制の運用基準

・OPEC諸 国
,自 由裁量 によ

・日本 イラク石油 開 ・標準価格の撤廃〔5) ・石油備蓄法の施行 ・振動規制法の制定 ・軽油引取税増徴④

る原油価格調整実施(6) 発,イ ラクで原油 ・製油所 の省エネル (4) (6) ・揮発油税増徴(4)

・ カ タ ー ル政 府 ,カ タ ール 石 生産開始(1① ギー対策推進 90日備 蓄を 目標 ・消防法 ,高 圧ガス
51 油会社の100%事 業参加 ・欧米石油需給動向 ・ISO(国 際 標準 ・油槽所の共同化推 取締法の強化改正

に調 印〔9) 調査(10) 化機構)へ の参加 進 ・海上 災害防止 セン
'・英国政府

,北 海油 田の国有 ・原油価格の二本立 ・軽油JIS規 格 の ターの発足(1Q)

化 に関する覚書調 印(1) て(12) 改正
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=
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国際 エネルギー情勢
原 油 輸 入

(原 油,輸 送)

石 油 精 製

(設 備,製 品)
流 通 ・備 蓄 環境 ・公害 ・立地 経 営 ・税 制

・IEA理 事 会 ,1972年 の ・ マ ラ ッ カ ・ シ ン ガ ・ガ ソ リ ン のBTX ・運輸省 ,灯 油物流

エネルギー節約 目標決定(3) ポール海峡安全航 混入問題 合理化委員会設置

行に関する合意書 ・灯油価格抑制措置 〔9)

調印(2) (9} ・揮発油販売業法成

51 ・許可済特定設備の 立(11)

凍結 解除(3}
・内航海運業法(11)

52～55年 度 の内

航適正船腹量の告

示

・サウジ,ア ブカイク油田火 ・新領海法 ,漁 業水
・揮発油販売業法施 ・NOx排 出基準 の ・原油関税増徴(4)

災事 故(5) 域200海 里法施行 行 〔51 第3次 規制公布(6}
・石油製品販売業 の

52
・アラス カ石油パ イプライン (7) 中小企業近代化計

操業開始(6) 画(4)

・リ ビ ア ・ナ イ ジ ェ リア原 油

との調整値上げを実施(7)

・イ ラン政情不安 激化(10～ ・重質油分解 フ ィジ ・瀬戸内海環境保全 ・石油税新設⑥

・OPEC総 会 ,原 油価格平 ビ リテ ィ ース タ デ 計 画(4}.

53 均10%の 値 上げ イ ー 〔5)
・大規模地震対策特

別措置法(6)

・NOxに 係 る環境

基準の改定σ}



(1)原 油の地域分散化

今後 とも,わが国 が原油 を安定的に必要量 を確保す るた めには・中国原油 の

引取 り増量等,中 東以外特にマ ラ ッカ海峡以東 の地域か らの石 油輸入 の拡大

に より地 域分 散 化 を 図 る必要 が あ る。

② メ ジ ャーズ ・ルー トの確保

メ ジャ ーズ は過 去 にお い て蓄 積 して きた豊 富 な経験 か ら,我 国 へ の供 給面

で の安 定性 ・弾 力性 を持 って お り,又,今 後 産 油国 の100%テ ー ク オーバ

後 も,原 油供 給 のマ ーケ テ ィング能 力等 そ の総 合 力 は高 く評 価 され得 る 。従

って,わ が国 としては,国 内 外 に お け るメ ジ ャーズ との協 調 関 係 を維 持 す る

ため に,よ り一 層 の努 力 が必 要 で あ る。

(3)産 油国 との 直接取 引

昨 今 のイ ラン情 勢 等 を考 慮 す る と,DD原 油 ・GG原 油 な ど産油 国 との直

接 取 引 は,我 国 の安 定 的 な原 油 確 保 に は有力 な一要 素 とな り得 る 。

(4)原 油 開発

地 域 分 散 化 と相 ま って,世 界 にお け る大 石 油 消費 国の責 務 と して,今 後 発

見 され る可能 性 の高 い地 域 の 開発 に は積 極 的 に参加 して,世 界 の原 油供 給 力

の拡 大 に貢献 す る必要 が あ る。

(5)国 際情 報収集 体 制 の整 備

国 際 石油 情勢 の不安 定 下 にあ る今 日,世 界 の石 油 に関 す る情 報収 集 に は,

官 民総 力 を も って確立 す るこ とが必 要 で ある 。

3.2石 油精 製

(1)重 質 油分解

昭和48年 度,石 油 危機 以 降 に端 を発 した需 要 の軽 質 化 お よび将 来 の原 油

需 給 に おげ る重 質 化傾 向見 通 し等 か ら,精 製 側 にお い て も重 質 油 分解 の設 備

が必 要 とな ろ う。 しか し,現 在 の原 油 入手 条 件 の中 で,環 境規 制 を満 足 さ せ
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つつ,製 品 需 要 の軽 質 化 に対 応 す る た め には,次 の こと も考慮 に入 れ る必 要

があ る。

σ)原 油 の生焚 きお よび ナフ サ の生 焚 きを お さ え,原 油 か らの 白油留 分 の

消 費 をで きる限 り抑 制 して,分 解 設備 の新 増 設 をで きるだ け少 な くす る。

(ロ)製 品規 格等 の見 直 しを行 い,現 在,重 油等 に混合 され て い る白油 留 分

を で き るだ け少 な くす る。

内 分 解設備 の新 増 設 に係 るそ の所 要 資 金 の大 きさか ら,金 融 ・税 制 上 の

特 別 措 置 が必 要 で あ る。

(2)省 エ ネル ギ ー対策 の 推進

石 油 精 製 業 に お いては,こ れ まで エ ネル ギ ー 節 減 をは か って来 て い るが,

わが国 の 今後 の石 油需 給 を 考 え る と,石 油 精製 側 にお いて も,さ らに 一 層 の

省 エ ネル ギ ーを推進 す る必要 があ ろ う。 しか し,公 害対 策 の た めの脱 硫 ・脱

硝 は 一方 でエ ネル ギ ー消 費 の増加 要 因 で あ る。そ のた めに,今 後 さ らに省 エ

ネル ギ ー を進 め る ためには,工 程 ・設備 の改 善 が 主体 とな り,省 エ ネル ギ ー

機 器 の設 置 が必 要 で あ る。

3.3流 通 ・備蓄

(1)パ イ プ ライ ンの促 進

パ イ プ ライ ンは 需要 増加 に伴 う内陸 輸 送 の陸路 の打 開,都 市防 災 等 の安 全

確保 等 か ら,早 急 にそ の実 現 が望 ま しいが,安 全 対策 ・立 地条 件 等 の調 整 が

必 要 で あ る。

(2)鉄 道 輸送 力 の増 強

内陸 部 にお け る需 要 増 加 に伴 う対応 策 と して,鉄 道 の石 油製 品輸 送 体 制 の

整 備 ・増 強 を図 る。又,現 在 部分 的 に実 施 され て いる官民共 同 出資 に よ る共

同 輸 送 方式 等 を強 化 す るこ とが考 え られ る。

(3)内 航 タ ンカ ー ・ロー リーの大 型 化推 進

輻 鞍輸 送 の緩 和,事 故 防 止 の観点 か ら,内 航 タ ンカ ー の大 型 化 を図 る とと
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もに,港 湾施設等 の整備増強が必要 であ る。

(4)油 槽所

石油製品流通の効率 化のためには,油 槽所 の適正配 置が考え られ るべ きで

あ るが,「 石油 コンビナー ト等 災害防止法」等の運用 にあたって,製 油所や

他業 種大 工場 を同列視 しない弾 力的な運用が望 まれ る。

(5)緊 急時対策

ω 緊急時 における物 流制度等 の確立

「石油需給適正化法」の円滑な運用 を図 るため,需 要部 門の社会 的重要

性 の程度 を考慮 した石油供給 の確保等,適 正 な生 産 ・流通お よび配分等 を

検討す る。

(・)国 鉄 ス ト等 に対す る代替輸 送の損失補償制度の確立

緊急時 には,石 油会社は内陸 部への供 給確保 のためタ ンクロー リーによ

る代替輸送 を実施 している。そ のため,現 在制度化 されている 「生鮮食料

品 の緊急輸送損失補償制度 」の石油製品 への適用 を図る必要がある。

(6)備 蓄対策

「石油備 蓄法」 により昭和54年 度末 を 目標 に90日 備蓄 を達成 す ること,

その後,消 防 法の改正 に基 づ く 「危険物 の規制 に関す る政 令及び省令 」の改

正 により,保 安距離,タ ンク間 の保有空地 の拡大,タ ンクの定期的 開放点検

の義務 付け等 が行 われ,こ れに相当す る用地及 びタ ンク能力 の大幅 な確保が

必要 とな っている。

その対策 として

ω 備 蓄原油資金に対す る助成 の強化

(ロ)備 蓄用地 ・施設資金 に対す る投融 資の強化

←寸 備 蓄 に対す る国の直接投資

←)備 蓄 に対す る税制措置

困 新備 蓄技術 の国に よる直接開発
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3.4環 境'立 地'

(1)保 安防 災対 策

「石 油 コン ビナ ー ト等 災 害防 止法 」 が制定 さ れ てい るが,こ の改 正 に ょ り,

特 に石 油精 製 業 に 対 しては 厳 しい対応 が必 要 とな つてい る。

この た め,関 連 諸 設 備 の整備 の 強 化,防 災要 員 の増 員等 に よ り経 費増 も多

額 に な リコス ト増 は まぬ がれ な い 。石 油精 製業 に とって は,こ れ らの彪 大 な

対 策 投 資は過 重 な負 担 とな る もの であ るの で,政 府 の適 切 な 援助 と保安 関 係

法 令の合 理 的 な運 用 が必要 であ る。

(2)環 境保 全対 策

石 油精 製 業 は製 油 所 ・油槽 所等,生 産 ・流 通 施設 の環 境 保 全 対策 の 両面 に

わ た って積 極 的 な努 力 を行 って い るが,こ れ らに対 す る投 資額 は 尾大 であ り,

また,NOx規 制 が実施 された場 合,燃 料 の転 換 が生 じる等,石 油 製品 の生 産 ・

供給 面 に大 きな 影 響 を与 え る もの と考 え られ る。従 って,環 境 規 制 の対策 実

施 に当 って は,慎 重 な配 慮 が必 要 で あ る。

(3)立 地確 保 対策

今後 の需 要 増 に対 す る新 規製 油 所 お よび備 蓄等 の ため の必 要立 地 は尾 大 な

もの とな るが,現 在,地 元 住 民 の合 意 が得 られ ず,計 画 に当 って支 障 を きた

してい る。

しか し,今 後 の石 油製 品 の安 定 的な供給 のた めに は必 要 欠 くべ か らざ る も

の で あ り,国 ・地方 自治 体 の積 極 的 な役割 が必要 とな って い る。

3.5経 営 ・税 制

今 後 の石 油製 品 供 給 を確 保 す るため の新 規 製油 所建 設 お よ び設 備 に必 要 と

な る資金 な らび に防 災 ・環 境 保 全 お よび備 蓄 に係 る資金 は 巨額 な もの とな り,

石 油精 製 業 には大 きな重 圧 とな る。

(1)石 油税 収 の 使途

現 在,巨 額 な石 油税 収 の全 てが特 定財 源 に割 り当 て られ て い る が,石 油税
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の使途 について,抜 本的 な検討 を行 い,原 油開発等 に振替 える等 の措置が必

要であ る。

(2)企 業税制特別 措置

的 石油備 蓄増 強に対す る税 制特別措置

(ロ)環 境 ・保安 ・防 災施設 に対す る税制特別措置

内 分解 設備 に対 す る税 制特 別措置

←)省 エ ネルギー設備 に対す る税制特別措置

(3)石 油精製 における企業体質の強化

今後,増 大 す る投資環境 の中 で企 業が 自ら積極的に推進す るためには,企

業体質 を強化す ることが何 よりも先決である。

そのためには,相 応 の利益 を確保 し,内 部留保 を増加 させ,自 己資本比率

等 を高 める必要 があ る。
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4.政 策課題に対する対応策 と必要情報

石 油 精製 業 に重 要 な影 響 をお よぼす 政 策 課題 とその 因果 関 係 の概略 を図4-

1石 油精 製 業 イ ンパ ルス表 に示 した が,石 油 精製 業 の政策 ,対 策 に対応 す る情

報(デ ー タ)ニ ーズ とし ては以 上4つ の領 域 が考 え られ る。

① 国 際経 済 情 勢 と原 油 の国 際的流 通(イ ンパル ス表 一第1分 野 －world-

wide)

② 国 内 経 済情 勢 と石 油 製品 需給(第n分 野)

③ 最適 精製 パタ ー ン(第 皿 分 野)

④ 緊急 時対 策

これ ら各 領域 にお け る政 策,対 策 の適 合性 を検討 す るた め に,基 礎 デ ータ と

政 策 変 数 お よび政 策 シミ ュ レー シ ョンが必 要 とな る。
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4.1国 際 経 済情 勢 と原 油 の国 際流 通

OPECを は じめ資源 保 有国(開 発途 上 国)の 台 頭 とメ ジ ャーズ の相 対的

後 退 に よ り,世 界 の原 油 の供 給 構造 は大 き く変貌 を とげ て来 て お り,先 進 石

油 消費 国 の経 済 は 「石油 危機 」後,慢 性 的 不 況 に追 い こまれ,各 国 と もにエ

ネル ギ ー政 策 も石 油政 策 も改 編 を余儀 なく され て い る。各 国 ともそ れぞ れ 独

自のエ ネ ルギ ーお よび石 油 の長 期需 給予 測 を行 ってい る が,世 界的枠 組 の中

での整 合性 は 明確 でな い 。

世 界的 に資源 が経済 的合 理 性 の下 に配 分 さ れ,原 油 お よび石 油製 品 の フ ロ

ー が決 定 され る形 での フ ・一モ デ ル分析 が政 策検 討 として有効 で あ り
,政 策

選 択 にお け る問題 点 を発 掘 出来 る。

これ らの分 析 を精密 化す るには 地域,品 目の細分 化 が求 め られ るが,細 分

化 と と もに,必 要 データ 量 は 幾何 級 数 的 に増 加 す る。

必 要 とな るデ ータ項 目は 表4-1の とお りで あ り,そ の情 報 源 は表4-2

で あ る。
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表4-1デ ー タ ・フ ァイ ル項 目

項 目 備 考

原

油

生 産 量 1969,1970(実 績),1975,1980,1985(予 測)

価 格 1969,1970(実 績),1975,1980,1985(予 測)

得 率 全 ケ ー ス同 一,ガ ソ リ ン,ス ウ ィ ン グ,灯 軽 油,重 油

硫 黄 留 分 全 ケース同一,原 油,重 油,灯 軽油

製

油

所

精 製 能 力 1969,1970(実 績),1975,1980,1985(予 測)

分 解 能 力 1969,1970(実 績),1975,1980,1985(予 測)

脱 硫 能 力 1969,1970(実 績),197S1980,1985(予 測)

オ ペ レ ー シ ョ ン

コ ス ト
10万R/D想 定 による試算,タ イプ,地 域 により異なる

稼 動 率 ト ッパ ー に つ い て82ぺ90%,た だ し,中 東70へ90%,ア メ リカ85～90%

運

賃

原 油 1971年 ワールドスケール表共通使用,航 路別にW6qW筏W80,W100

製 品
、

原油に対 し白物は1.2倍,黒 物 はL1倍

マ

ー

ケ

ッ

ト

需 要 量 1969,1970(実 績),1975,1980,1985(予 測)

需 要 構 成 実績 の製 品別需要 と競合等を考 え1975,1980,1985に つ いて予測

硫 黄 規 制 日 本,ヨ ー ロ ッパ,米 国 等 につ い て1975,1980,1985に つ い て予 測

生 焚 き 量 1980年 について予測(日 本のみ)原 油 ・ナフサ

パラ

イイ

プン

輸 送 能 力 1969,1970(実 績)は6本,1975,198q1985は10本 に つ い て 推 定

コ ス ト 6本 は1969,1970の 実 績 値,4本 は推定 値 を1975,1980,1985に 共通 使 用

原 油 1969,1970は 実 績 値,1975,1980,1985は 固 定

製 品 1969,1970は 実 績 値,1975,1980,1985は 固 定

埋 蔵 量 追加埋蔵量を推定 し1980年 のR/P想 定,原 油増産可能量を推定
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表4-2世 界石 油貿 易 モ デル(WOTS)

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源
情 報
サイクル

(供給)

原油埋蔵量 InternationalPetroleumEncyclopedia

〃 生 産量 (ThePetroleumPublishingCo.) 年

〃 価格 lnternationalCrudeOilandPrice

〃 輸 出入量 (.MiddleEastPetroleum&EconoInicPublishing) 半年

BPStatisticalReviewoftheWorldOilIndustry

(British,PetroleumCo.Ltd…) 年

AnnualStatisticalBulletin(OPEC)
引

年

OilStati.stics(OE .CD) 年

世界統計年鑑(国 連) 年

貿易統計年鑑(") 年

IMF統 計(IMF) 年

エカフェ統計(ECAFE)

原油需給 QuarterlyOilStatistics(OECD) 四半期

石 油製品需給

PetroleumTimes(lndustrialPressCo.Ltd…) 2週

Oil .andGasJournal(ThePetroleumPublishingCo.) 週

MiddleEastEconomicServey 週
(MiddleEastPetroleum&Economic,Publishing)

Platt80ilgrarnNewsService(Macgraw-Hill) 日

石 油製 品価格 PlauもOilgram.Price.Service(Macgraw-Hill) 日

ノ

.
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政 策 課 題
'必 要 情 報

情 報 源
情 報
.,サ イ ク ル

: 石油資料(資 源エネルギー庁)

内外石油資料(石 油連盟)

年

年

出光石油資料(出 光興産) 年

わが国の輸入原油(石 油連盟) 年

石油需給見通 し TheInternationalEner,gySjtuation:Outlookto1985`■

(CIA)二1977' ⑳

WorldEnergyOutlook(OECD)-1976一 ⇔

USOilSupplyandDemandto1990(PIRFInc.)-1977一 ⇔

WorldEnergyOutlook(Exxon)-197ち78一 ⇔
'

:

投資 チ ェス ・マ ン ハ ッ タ ン統 計(チ ェス ・マ ン ハ ッタ ン銀 行)
年

石 油企業経営 フ・一ス ト.プ シ ・ナル ・シティ ・バ ンク資料(FNCB)

参 考 情 報 WorldOil誌
月

PetroleumIntellgenceWeekly
週



4.2国 内経 済情 勢 と石 油 製品需 給

わ が国 の石 油製 品 需 要 は高度 経済 成 長 と,石 炭 か らの転 換 需 要 に よ り,戦

後 一 貫 して年 率20%に お よぶ 伸 びで,GNP,IIPの 伸 び を上 回 ってい

た。(石 油需 要 の対GNP弾 性 値 は2を こえ てい た 。)

この よ うな急激 な石 油製 品 需 要 の伸 び も,1971年(昭 和46年)の ニ

ク ソ ン ・シ ョック にょ る不 況以 降,需 要 構造 に変 化 がみ えは じめ,1973

年(昭 和48年)秋 の 「石 油危機 」 後,マ イ ナス成 長 期 に は石 油製 品 需 要 も

1974,1975年 と2年 連 続 して減 少 に転 じて い る。

この よ うな変 化 を もた らした背 景 に は,大 き く国 際的環 境 の変 化 と国内 的

には産 業構 造 の変 化 が あ る。 石 油製 品需 要 を規 制 して来 た諸 課 題 を挙 げ る と

次 の ものが 考 え られ る。

① 公害 ・環 境問題,立 地問 題 か らの制 約

② 原 子 力LNG等 代 替 エ ネル ギ ー導 入 の進 展(総 合 エ ネルギ ー政 策 の方 向)

③ 石油 危 機 以来,原 油供 給条 件 の 変化 お よび価 格高 騰 に対 応 す る需 要抑 制

と省 エ ネル ギ ー対策 の推進

④ わ が 国経 済 が高度 成 長 期 か ら成 熟期 へ と進展 す る段 階 で の産 業構 造 の変

化(産 業構造 の知 識 集約 化)

この よ うな需 要構 造 の変 化に対 応 しつ つ,石 油製 品供 給 を図 り,需 給バ ラ

ン スを達成 す る ことが石 油精 製 業 に課 せ られ た最 大 の課題 で あ る。

石 油製品 の供 給 を保 証 す るため に,石 油業 法 に基 づ き石 油供 給計 画 が策 定

され るが,こ の計 画 に基 づ き,石 油 精 製 設備 許 可,石 油製 品生 産計 画,石 油

輸 入 計画 等,石 油 精製 業 者 の事 業 活動 指 針 が設定 され る ことにな る。

これ ら計 画 策定 の基礎 とな るの は,石 油製 品 別 の需 要 見 通 し(5年 間)で

あ り,石 油 製品 が製品別 に固有 の市 場 を 持 つ と同 時 に,全 産 業部 門 お よび最

終 需 要部 門(個 人 消 費)の 広 範 な需 要分 野 があ るため に,需 要 想 定 にあ た っ

て は,マ ク ロ経済 フ レームは勿 論 の こと,全 て の産 業活 動 お よび 国 民生 活 に

関 す る指 標 を必 要 とす る こ とにな る。.、
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義4-3石 油製品需給予測

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情 報サイクル

ガソ リン需要見通 し 用 途 別 需 要 量 エネルギー統計 月報(通 産省) 月

石油資料月報(石 連) 年

自動車用ガソリン需要量 陸運統計要覧(日 本自動車会議所) 年

運輸経済統計要覧(運 輸省) 年

自 動 車 保 有 台 数 陸運統計要覧(日 本自動車会議所) 年

運輸経済統計要覧(運 輸省) 年

卸 売 価 格 物価指数月報(日 銀) 月

小 売 価 格 小売物価統計調査報告(総 理府) 月

市況調査(全 石商連) 月

原 油 輸 入 価 格 貿易統計月表(大 蔵省) 月

個 人 消 費 支 出 国民所得統計年報(経 済企画庁) 年

ナ フサ需要見通 し 用 途 別 需 要 量 エ ネルギー統計 月報(通 産省) 月

電力調査統計月報(〃) 月

石油資料月報(石 連) 年

エ チ レ ン 生 産 量 化学工業統計月報(通 産省) 月

卸 売 価 格 物価指数月報(日 銀) 月

原 油 輸 入 価 格 貿易統計月表(大 蔵省) 月



一
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ー

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情報サイクル

鉱工業生産指数(化 学) 鉱工業統計年報(通 産省) 年

通産統計(〃) 月

ジェット需要 見通 し 用 途 別 需 要 量 総合 エネ ルギー統計(通 産省) 年

輸 送 量 ・距 離 等 運輸経済統計要覧(運 輸省) 年

灯 油 需 要 見 通 し 用 途 別 需 要 量 エネ ルギー統計 月報(通 産省) 月

石油資料月報(石 連) 年

石油器具普及率(保有台数)
及び電気 ・ガス器具普及 消費者動向予測調査(経 済企画庁) 年

率(保 有台数) 民 力(朝 日新聞) 年

暖 房 度 日 気象庁 月

世 帯 数 国勢調査報告(総 理府) 5年

人口動態統計(厚 生省) 年

卸 売 価 格 物価指数月報(日 銀) 月

小 売 価 格

(含 電 力・ガス・LPσ)
小売物価統計調査報告(総 理府) 月

(消 費 者 価 格) 市況調査(金 石商連) 月

原 油 輸 入 価 格 貿易統計月表(大 蔵省) 月

軽 油 需 要 見通 し 用 途 別 需 要 量 エネルギー統計 月報(通 産省) 月

石油資料月報(石 連) 年

●
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政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情報 サイクル

軽 油 需 要 見通 し 自動 軍 用 軽 油需 要量 陸運統計要覧(日 本自動車会議所) 年

運輸経済統計要覧(運 輸省) 年

自 動 車 保 有 台 数 陸運統計要覧(日 本 自動車会議所) 年

運輸経済統計要覧(運 輸省) 年

卸 売 価 格 物価指数月報(日 銀) 月

原 油 輸 入 価 格 日本貿易月表(大 蔵省) 月

重 油 需要 見通 し 用 途 別 需 要 量 エネルギー統計 月報(通 産省) 月

石油資料月報(石 連) 年

発 電 用 燃 料 消 費 量 電力調査統計月報(通 産省) 月

発 電 源 別 発 電 量 電力調査統計月報(通 産省) 月

鉱 工 業 生 産 指 数 鉱工業指数年報(通 産省) 年

通産統計(〃) 月

卸 売 価 格 物価指数月報(日 銀) 月

原 油 輸 入 価 格' 貿易統計月表(大 蔵省) 月

GNP 国民所得統計速報(経 済企画庁) 四半期

LPG需 要 見通 し 用 途 別 需 要 量 エネルギー統計 月報(通 産省) 月

石油資料月報(石 連) 年

自動軍用LPG需 要量 陸運統計要覧(日 本自動車会議所) 年

運輸経済統計要覧(運 輸省) 年



政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情 報サイクル

自 動 車 保 有 台 数 陸運統計要覧 (日 本自動車会議所) 年

運輸経済統計要覧 (運 輸省) 年

卸 売 価 格 物価指数月報 (日 銀) 月

小売 価 格(含 灯 ・電) 小売物価統計調査報告 (総理府) 月

(消 費 者 価 格) 市況調査 (全 石商運) 月

原油及びLPG輸 入価格 貿易統計月表 (大蔵省) 月

鉱 工 業 生 産 指 数 鉱工業指数年報 (通 産省) 年

通産統計 (〃) 月

ー

ミ

ー



需 要 想定 にあ た って必 要 と され る データ情 報 を石 油製 品 別 にあ げ る と表4

-3の とお りであ る。

4.3最 適 精 製 パ ター ンと国 内流 通

石 油 精製 業 に と って原 油 の 油種 別 の 入手 可能量,石 油精 製 設 備 の既存 能 力,

新 設 万能能 力等 の制 約条 件 の下 で,環 境 条件,低 硫 黄 化等 を満 足 させ なが ら

各製 品需 要 に見 合 う生 産 を最適 化 させ る ことが 必要 で あ る。

SOx,NOx等 の環 境 規 準 の設 定 に よ り,脱 硫 ・脱 硝設 備 の技術 開 発,燃

焼 方 法,設 備 の改 善等 の対策 が と られ て い るが,軽 質燃 料 へ の転 換 が進 み,

石油 製 品 市場 にお け る軽 質 化 が強 ま って い る。

さ らに,LNG,原 子 力,石 炭 等 代替 エ ネル ギ ーの増 加 か ら重 質燃 料 油 市

場 の縮 小 があ る一 方,輸 入原 油 は 中国原 油 の輸 入等 に よ り重 質 化 が予 想 され,

原 油,製 品 の両 面 か ら軽 質 化 へ の対 応 が迫 られ てい る。

わが 国 石油 精製 業 を と りま く種 々の制 約 条件 下 で石 油製 品 需 要 の 中質 化,

あ るいは軽 質 化 が進 む場 合,原 油選 択,あ るいは設備 の選 択 等 必要 とな る対

応 策 の検 討 が され ね ばな らな い。

また,需 給 条件 の変 化 に対 応 す る地域 間 の石 油製 品流 通 の効率 化 を考 え る

と き,地 域 にお け る石油 製 品 需 要 に対 す る供 給 の最適 化 が考 え られ ね ば な ら

ず,さ らに企 業 の段 階 で み る と,精 油 所 に おけ る供 給 と保 有市 場 との間 に お

け る最適 化 が検討 され ね ば な らな い。

これ らの分 析 のた め には 石 油 精 製 モ デ ル(LP),石 油流 通 モ デル(LP)

等 の分 析 手段 を 用 い,表4-4,表4-5の デ ータ を必 要 とす る こ とに な る。
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表4-4重 質油 調 査(NOx,SOx問 題)

l

N
O

ー

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情 報
サイクル

重 質 油 調 査 (供 給),(需 要)

デ ータに関 しては石

油流通 システムの場

合 と同様

(重質油分解技術) MorewaystouseHydrocracking(HydrocarbonProcessing) ⇔

重質油の水素化分解(石 油学会誌). ㊨.

代替燃料技術の蓄積 と展望(石 油学会精製部会) ⇔

重質油分解技術調査報告書(通 産省) ⇔

重質油のガス化(燃 料協会) ⇔ ・

プロセス ・ハ ンドブ ック(石 油学会) ㊧

NOx問 題 (公 害 規 制) 固定発生源からの窒素酸化物の排出規制について(公 害と対策) 月

SOx問 題 出揃 った硫黄酸化物排出規制(セ キツウ) 旬

近畿四府県のSOx総 量規制に伴 う工場規模別の適合

燃料S分早見表(〃) 旬

近畿地域のSOx総 量規制実施とそれに伴 う使用重油

のS分試算(〃) 旬

ぽい煙発生施設に係る窒素酸化物排出規準値一覧(〃) 旬

SOx規 制強化に伴 う我が国石油供給計画の質的側面

の検討(資 源 エネルギー庁) ⇔

窒素酸化物の排出規準の設定について(環 境庁大気保全局) ⇔

固定発生源に対する窒素酸化物の排出規準の改正につ

いて(〃) ⇔
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政 策 課 題 一 、 必 要 情 報 情 報 源
情 報

サイクル

環境保全長期計画(中 央公害対策審議会) ⇔

窒素酸化物排出低減方法指導標準(東 京都公害局) ⑳

(NOx発 生 量) 産業公害防止年報(産 業公害防止協会) 年

Tech勒icalData 窒素酸化物低減技術の開発現状と適用性(公 害と対策) 月

鉄鋼業 における窒素酸化物防除技術開発の現状(日 本鉄鋼連盟) ⇔

金属加熱炉燃料別NOx排 出系数(〃) ⇔

固定発生源に係る窒素酸化物対策の最適化に関する報

告書(環 境庁大気保全局) ⇔

窒素酸化物対策検討委員会報告書(通 産省公益事業局) ⇔

窒素酸化物対策の費用効果について(環 境庁大気保全局) ⇔

窒素酸化物防除技術の現状(産 業公害防止協会) ⇔

NOx排 出濃度分布(日 本鉄鋼連盟) ⇔

NOxへ の挑戦(日 本熱 エネルギー技術協会) ⇔

(公 害 対策設備) 地域別排煙脱硫装置の設備実績 ・計画(重 工業新聞社) 年

地域別排煙脱硝 〃(〃) 年



表4-5石 油 流 通 システ ム

1

ω
一

一

_政 、策 課 題 一 ・,..必 要 情 報 情 報 源 情 報
サイクル

.

石'油 流 通 ・備 蓄 (供 給)

石油流通合理化等調査 原 油 埋 蔵 量 InternationalPetroleumEncyclopedia

(ThePetrole㎜PψlishingCo.) 年

AnnualStatisticalBulletn(OPEC) 、 年.

BPStatisticalReviewoftheWorldOilIndustry

(BritishPetroleumCo.'Ltd.) 年

OilStatistics(OECD) 年,
.

QuarterlyOilStatistics(OECD) 四半期

OilandGasJourna1(ThePetrole㎜PublishingCo.) 週

石油資料(資 源 エネルギー庁) 年

内外石油資料(石 油連盟) 年

原 油 生 産 量 InternationalPetroleumEncyclopedia

(ThePetroleumPublishingCo.) 年

AnnualStatisticalBulletn(OPEC) 年

総合 エネルギ ー→琉計(資 源 エネルギ ー庁) 年

内外石油資料.(石 油連盟) 年

原 油 価 格 MiddleEastEconomicServey

(MiddleEastPetroleum&EconomicPublishing) 週ノ
PlattsOilgramPriceService(Macgraw■Hill) 日

石油資料(資 源エネルギー庁) 年
1

内外石油資料(石 油連盟) 年

石油資料月報(石 油連盟) 月
・P吟 工.

日本貿易月表(大 蔵省)〉 月
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ー

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源
情 報

サイクル

原 油 輸 入 ・在庫 総 合エ ネルギー統計(資 源エネルギー庁) 年

石油統計年報(通 産省) 年

内外石油資料(石 油連盟) 年

石油業界の推移(〃) 年

石油資料月報(") 月

出光石油資料(出 光興産) 年

石油製品輸入 ・在庫 総合エネルギー統計(資 源 エネルギー庁) 年

石油統計年報(通 産省) 年

石油資料(資 源 エネルギー庁) 年

石油業界の推移(石 油連盟) 年

石油資料月報(") 月

エネルギー ・マトリックス(日 本エ ネルギー経済研究所) 年

出光石油資料(出 光興産) 年

石 油 精 製 設 備 石油統計年報(通 産省) 年

石 油資料(資 源 エ ネルギー庁) 年

石油業界の推移(石 油連盟) 年

石油資料月報(〃) 月

出光石油資料(出 光興産) 年

石 油 製 品 貯 蔵 出光石油資料(出 光興産) 年

石油販売部門設備一覧

油槽所の府県別在籍数および府県別油種別タンク能力(通 産省) 年

石油資料(資 涼 エネルギー庁) 年



ー

ω
ω

1

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情 報
サイクル

石 油 精 製 わが国の輸入原油(石 油連盟) 年

TechnlicalData 石油製品の品質と規格(〃)

石油精製技術便覧(産 業図書㈱) ㊨
石油精製 プロセス(石 油学会) ㊨
エンジニア リング各社 レポー ト

CrudeAssay

(需 要)

石 油 製 品 需 要 総合 エネ ルギー統計(資 源 エネ ルギー庁) 年

石油統計年報(通 産省) 年

石油資料(資 源エネルギー庁) 年

石油業界の推移(石 油連盟) 年
エネルギー統計月報(資 源 エネ ルギー庁) 月

石油資料月報(石 油連盟) 月

産業連関表(通 産省) 3～4年

工業統計表(〃) 年
エネルギ ー ・マ トリックス(日 本 エネ ルギー経済研究所) 年

LPガ ス資料年報(石 油化学新聞社) 年

日本 の統計 一人 ロー(総 理府統計局) 年

入 口統計(厚 生省人口問題研究所) 年

整合性と実効性のある総合エネルギー政策の推進(総 合エネルギー調査会) ⇔
わが国の長期エネルギー需給暫定見通 し

60年 度ナフサの地域府県別需要 と構成比(石 油化学工業会) ⇔

工業再配置計画による地域別工業見通 し(工 業立地センター) ⇔

長期エネルギ ー ・ビジ ョン ー2000年 のエネル ギー需給(日 本エネルギー経済研究所) ⇔



ノ

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源
情 報
サイクル

石 油 製 品 輸 送
「

府県相互間海運輸送 トン数表
〃 鉄道 〃 ・(運 輸省経済部) 年

〃 自動車 〃
'

石油資料(資 源エネルギー庁) 年

内航 タ ンカー ・フレー ト表(〃)9

ー

ω
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4.4緊 急時対策

石油危機 の経験 か ら,わ が国が緊急時 に備 え体制 を整備 す ることが急務 と

なってい る。

わが国 のエ ネルギー供 給条件,原 油の入手 条件,い ずれ もが極 めて不安定

性 が高 く,海 外原油供 給の中断 による影響は極 めて大 きい。

国際的 な緊急時 におけ る融通制度,備 蓄等 が国際エ ネルギー機関(IEA)

に よって推進 されてお り,こ れ ら国際的 な対応策 と同時 に,相 互補 足す るの

みな らず,わ が国独 自の対策 が必要 であ る。

わが国政 府は,石 油危機 直後,緊 急時 における法的規制 を織 り込 んだ 「石

油需給適 正化法」お よび 「国民生活安定 緊急 措置法」を公布 し,体 制整備 を

はか ってい る。

しか し,な お,「 石油需給適 正化法」 を実 施す るには,充 分 に検討すべ き

問題点 が残 され てい る。その主要点 を要約すれば,次 のよ うになる。

① 緊急事態宣 言(第4条)の 際の発動要件のあ り方 と国際的 な情 報入手体

制 の整備

② 石油供 給 目標 を告示 す る(第5条)際 の諸産業活動 への影響度の把握 と

産業別,業 種別 の供給 削減率 の決定方法

③ 石油生産(販 売)計 画 の届 出(第6条)お よび石油 の保 有の指示(第10

条)の 際 の最適 な石油製品 の生 産方法(例 えば得率 の変更等)や 円滑な流

通体制 の確保(例 えば平 常時 における石油産業 の流通構造 の分析 や物 流情

報 のオン ライン化等)

④ 石油の使用 の制限(第7条)や 削減(第8条,第9条 は ガソ リン)お よ

び石油 の供給 のあっせん指導(第11条)の 際の産業別,業 種別 の分配が

もた らす社会経済的影響 の把握

⑤ 割当て配給等 の発動(第12条)の 際 の配給割当 システムの完備や発動

要 件 の検討

一一35一
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以上基本 的には石油製品 生産の構造 とシステムおよび石油製品の流通 シス

テ ムが 明確 に把握 され る こ とが必要 で あ り,石 油製 品 の流 通 の実 態 を把握 す

るた めの情 報 データが 正 確 に しか も迅速 に得 るこ とが要求 され て い る。

緊 急時対 策 の最適 化の た め には,と くに,在 庫,お よび物 流(輸 送)に 関

す る情 報 が重 要 とな る が,と くに具 体 的,政 策 的対 応 の 上 か らは,情 報 を迅

速 に把握 す る た めの 情報 の伝 達 の システ ムの整 備 が要 請 され て くる。

その 一 方,国 民生 活 に直接 的 な影 響 をお よぼ す もの であ り,一 般 国民 との

コンセ ンサ スが必要 で あ り,緊 急 時対 策 の実 施 によ る国民生 活の 混乱 を防止

す るた め に,一 般 国 民 に対 す る指 導 ・広 報 等 の情 報伝達 が充分 に用意 されて
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表4-6緊 急 時 対 策(エ ネ ル ギ ー 安 全 保 障)

政 策 課 題 必 要 情 報 情 報 源 情報サイクル 墓薙
石油の緊急時対策 消 費 抑 制

麟 急調
石油危機 と需給 ・価格対策(資 源 エネルギー庁)
一石油需給適正化法の解説一

民生用石油製品の配給割当制度の検討(資 源エネルギー庁)

㊨

⇔

薗

㊥
産業用石油製品の割当配給制度の検討(〃) 〃

石油危機 と経済政策の危機(経 済セミナー) 月一石油二法を批判する一

石油二法 と寡占体制(経 済 セミナー) 〃

石油二法 一成立の背景と意義一(〃) 〃

秩序ある需給状態を現出する(エ ネルギー) 〃
一石油需給適正化法について一

全面統制でなく自粛をまつ制度(〃) 〃
一国民生活安定緊急措置法について一

誤った運用は次々に統制を呼ぶ(〃) 〃

運用は"法 三章"の 精神で(〃) 〃

石 油,電 力 のバ ランスある統制(〃) 〃

石油二法を斬る(〃) 〃

日本戦時経済研究 一国民生活と切符制他一

独占禁止法 と経済統制(有 斐閣)
㊨
〃

石 油 統 制(商 工行政社) 〃

石油需給適正化法関係資料(資 源エネルギー庁) 〃

石 油 供 給 問 題(石 油業界の推移48年 版) 年
石 油 緊 急 対 策(石 油業界の推移49年 版) 〃

IEA

(緊 急融通関係)
国際 エネルギー機関(IEA)の 概 要(資 源 エネルギー庁)

国際 エネルギー機関 の動向(石 油業界 の推移49年 版)
⇔
年

INTERNATIONALENERGYAGENCYEMERGENCY

MANAGEMENTMANUAL(石 連) ⑪
(IEP協 定を含む)

国際エネルギ ー機関(IEA)の 概 要(石 油開発時報) 月
緊急時対策と国際石油会社(〃) 〃

国際 エネルギー機関(IEA)の 石油政策(ス ティールデザイン) 新 日鉄社内報
国際 エネルギー機関(IEA)の 概 要(エ ネルギー経済) 月
国際エネルギー機関(IEA)及 び関連民間組織

(IAB,IWP)の 概 要 について(石 連) ㊧



5.必 要 と す る 情 報(デ ー タ)と 利 用 状 況

表5-1必 要 と す る 情 報(デ ー タ)と 利 用 状 況

ー

ω
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1

項 目 情報内容 情 報 源
期 必
要
間 度

政 策 的 課 題

備 考国 際
エネルギー

情 勢

原 油 入 手
(輸入 ・
輸製)

石 油 精 製
(設 備 ・
需給)

流通 ・備蓄
環境 ・公害

立 地
経営 ・税制

1

経

済

全

般

1-1.経 済 計 画 経済見通 し

敏 府見通し)

経済企画庁 AA

Q

○ (参考)各 種民間機関
銀行による見通 し

1-2.国 民 所 得 国民所得統計 経済企画庁 AA

Q
ぎ

○

1-3.財 政 国家 予算 大 蔵 省 AB ○ ○

1-4.設 備 投 資 灘 通 産 省

経済企画庁

AC (参考)開 銀 ・興銀等

各銀行による調査

1-5.物 価 卸売物価指数
消費者物価
指数

家計 調査

日 銀

総 理 府

総 理 府

MA

MA

MA

○ ○
○

○

1-6.貿 易 日本貿易月表 大 蔵 省 MA ○ ○

1-7人 口 入 口推 計

国 勢 調 査

入口問題研

究所

総 理 府

AB

AB

○

○ ○
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期 必 政 策 的 課 題
項 目 情報内容 情 報 源 要 国 際 原 油入手 石油 精 製 流 通 環境 ・公害 備 考

間 度 エ ネ ル ギ ー (輸 入 ・ (設 備 ・ 経営 ・税制

情 勢 輸製) 需給) 備 蓄 立 地

1-8.世 帯 数 人口動態統計 厚 生 省 AB ○ ○

1-9.そ の 他 民 力 朝 日新 聞 AB ○ ○ ○

一

五 一1.原 油 需 給 原油埋蔵量 1.P.E. AB ○ ○
O.P.E.C AB ○ ○
統計
BP統 計 AB

0.G.J. WA ○ ○
皿

Worldoi1 MA ○ ○

原油 生産 1.P.E. A ○ ○
海 OPEC統 計 A ○ ○

OECD石 油 A ○ ○
統 計 Q

外
原 油 価 格 ME.E.S. WA ○ ○ ○

Plat♂sP. DA ○ ○ ○

情 1.C.O.P. SAA ○ ○ ○
日本貿易月報 MA ○ ○

報
原 油 輸入 国連貿易統 AB ○

計年鑑 ≒

日本貿易月報 MA ○
エ ネ ル ギ ー MA ○
統計月報
石油資料月報 MA ○
石油統計年報 AB
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期 必
政 策 的 課 題

項 目 情報内容 情 報 源 要 国 際 原油 入手 石 油精製 流 通 環境 ・公害 備 考
間 度 エ ネ ル ギ ー (輸 入 ・ (設 備 ・ 経営 ・税制

情 勢 輸製) 需給) 備 蓄 立 地

皿一2.石 油 製 品 石油製品需給 OECD石 油 AA ○ ○
需 給 統計 M

∬

石油製品価格 PlattsP DA ○ ○

卜3.石 油産業 国際石油企 F.N.C.B. B ○ ○ ○ ○

海 投資・経営 業経営 資料
チ ェイス ・マ B ○ ○ ○ ○
ンハ ツタン統

外
計

情 五一4.石 油 需 給 見 通 し C.1.ん A ○ ○ ○
"TheIntemational

一1977一 EnergySitnation"

報
O.E.C.D.

-1976一

A ○ ○ ○
《tWbrldEnergy

Outlodk"

Exxon A ○ ○ ○
"〃" -1977一

一1977一

〃 A ○ ○ ○
"〃" -1978一

一1979一

皿
皿一1.生 産 計 画 石油齢 計画 通 産 省 S三AA ○ ○

'

石 皿一2.設 備 石油供給計画 通 産 省 AA
石油統計年報 〃 AA

油 石油精製設備 石 連 AB ○
哨

精 石～d販売部門 〃 AB ○ ○ 石油製品販売業実態調

製
設備一覧
石油業界の 〃 AB

査 報告書(52,2)

推移
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期 必
政 策 的 課 題

項 目 情報内容 情 報 源 要
間 度

国 際
エネルギー

原 油 入 手
(輸 入 ・

石 油 精 製
(設備 ・

流 通 環境 ・公害
経営 ・税制

備 考

情 勢 輸製) 需給) 備 蓄 立 地

皿 一3.生 産 エ ネ ル ギ ー 通 産 省 MA ○
統計月報
エ ネ ル ギ ー 〃 MA ○ ○
統計年報

皿一4.精 製 技術 わが国の輸 石油連 盟 AA ○ ○ ○
入原油
石油製品の 〃 A ○ ○
品質 と規格

石油精製技 産業図書㈱ B ○
術便覧
石油精製プ 石 油学 会 B ○
ロセ ス

エンジニアリング B ○
各社レポート

皿一5.販 売 エ ネ ル ギ ー 通 産 省 MA ○
(出 荷) 統計月報

エ ネ ル ギ ー 〃 MA ○
統計年報
石油業界の 石 油連 盟 AA ○
推移
石油資料月報 〃 MA ○

皿 一6.原 油 輸 入 石油資料月報 石 油速 習 MA ○ ○ ○ ○
価 格 日本貿易月報 大 蔵 省 MA ○

皿一7石 油製品 物価指数月報 日 銀 MA ○ ○ ○ ○
価 格 小売物価統 総 理 府 MA ○ ○

計調査一
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期 必 政 策 的 課 題

項 目 情報内容 情 報 源 要 国 際 原 油 入 手 石油 精製 流 通 環境 ・公害 備 考
間 度 エ ネ ル ギ ー (輸 入 ・ (設 備 ・ 経営 ・税制
情 報 輸製) 需給) 備 蓄 立 地

皿 一8.石 油 製 品 消費者動向 経済企画庁 AB ○ ○ ○ 消費器具普及率
消 費 予測調査

暖房皮 目 気 象 庁 MB
皿 家 計 調査 総 理 府 MB ○ 光熱費動向

石
皿一9.LP.G. LP叔 資 LP.G.協 AB ○

油 需 給 料年報 会

L.P.G.
精 価 格

製
皿一10原 油 ・ エ ネ ル ギ ー 通 産 省 AA ○ ○ ○
石 油 統計 M

製品在庫 石油資料月報 石 油連盟 MA ○ ○ ○

IV-1.産 業 全 般 ①鉱工業生 通 産 省 YA ○
産指数 M

②工業統計 〃 YB

表 産業関連モデルによる
w

産

③産業連関
表

行政管理庁 5YA ○ ○
エネルギー需給予測,

価 格波及分析,公 害連

関モデル
、

業 IV-2.エ ネルギ ー ①石炭(コ 通 産 省 YA ○

活
産 業

(除石油糟

一クス)

統計

M

動 製) ②電力調査

統計

〃 YA

M

○ ○ 総合 エネルギート

需給分析

③総合エネ 〃 YB ○ ○
ルギ一統

計
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期 必
.政 策 的 課 題

項 目 情報内容 情 報 源 要 国 際 原 油入手 石 油精 製 流 通 環境 ・公害 備 考
間 度 エ ネ ル ギ ー (輸 入 ・ (設 備 ・ 経 営 ・税制

情 報 輸製) 需給) 備 蓄 立 地

IV-2.エ ネル ギ ー
' ④エネバ ー 日本エネルギ YB ○ ○
産 業 マ トリックス一 ,

⑤エネバ ー 日本エネルギ YB ○ ○
IV バランス表 一

ノ

産
IV-3.製 造 業

業
、

活
W-3-1.鉄 鋼 業 鉄鋼 統 計 通 産 省 YB ○

動 IV-3-2.化 学 工 化学工業統 通 産 省 YB ○ エネルギー多消費産

業 計
〉

業,燃 料消費原単位

IV-3-3.土 石 ・ 窯業 統 計 通 産 省 YB ○
窯業

ノ

V-1.自 動 車 保 陸運統計要 日本自動車 AA ○ ○ ○

V
有台数 覧 会議所

V-2.輸 送 業, 運輸経済統 運 輸 省 AA ○ ○
運

輸送距離 計要覧

V-3.輸 送 用 石 〃 〃 AA' ○
油製品需要

輸 (墓ソリ;)

(L.P.G.)
(内航舷舶)
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期 必
政 策 的 課 題

項 目 情報内容 情 報 源 要 国 際 原 油入 手 石 油 精製 流 通 環境 ・公害 備 考
間 度 エ ネ ル ギ ー (輸 入 ・ (設 備 ・ 経営 ・税制

情 報 輸製) 需給) 備 蓄 立 地

W-1.公 害 規 制 環境保全長 中央公害対 ⇔A ○ ○ 報告書

期計画 策審議会

w 窒素酸化物 環境庁大気 ⇔A ○ ○ 規準改定毎に報告書

の排出規準 保全局

公 VI-2.Nox発 生 産業公害防 産業公害防 AA ○ ○

量 止年報 止協会

W-3.公 害 対策 地域別排煙 重工業新聞 AA ○ ○ ○

設備 脱硫装置の

害
設備実績 ・

計画

、

排煙 ・脱硝 〃 AA ○ ○ ○

装置の設備
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表5-2 略 称 表

情 報 源 名 略 称 期 間 発 行 所 名

、 、
InternationalPetroleum

Encycloped、ia

1.P.E. A ThePetrol!eumPublishi㎎Co.

BPStatisticalRβviewof'the
-

VW)rldOil,Industry

B.P.統 計 A BritishPetroleumCαLt也

AnnualStatisti『alBulletin

'.

O.P.E.C統 計 A .αE且C・

OilandGasJournal O.G.J. W ThePetrgleumPublishfng'Cα

OilStatistics ECD石 油統計 A,Q 0.且CB

MiddleEastEconomicServey M.E.E.S. W MiddleEastPetroleum

ofEcon㎝icPublishing

'

PlattsOilgramPriceService Plattsp・ D Macgraw-Hi
.11

'

PlattsOilgramNewsService PlattsN. 〃 〃

InternationalFinancia1
'st

atistics

IMF統 計 A.M. InternationalMoneta壽yFund

A..

InternationalCrudeOilandPrice

●

1.C.O.P. S-A MiddleEastPetroleum

EconomicPnblishing

〆
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表5-3情 報 サ ・一 ビ ス 一 覧

発 行 所 資 料 名 配 布 先

石 油 連 盟 石 油 業 界 の 推 移

石 油 資 料 月 報

内 外 石 油 資 料

わ が 国 の 輸 入 原 油

石 油 税 制 便 覧

会 員 配 布

一 般

会 員 配 布

〃

〃

年

年

年

年

随 時

石 油 鉱 業 連 盟 石 油 開 発 関 係 資 料

わ が 国 石 油 開 発 の 現 状

一 般

内 部 資 料

年

年

日 本 石 油 ㈱ 石 油 便 覧

石 油 統 計 表

一 般

社 内

随 時

年

出 光 石 油 ㈱ 出 光 石 油 資 料 社 内 年

飼)日 本エネルギー経済研究所 エ ネ ル ギ ー ・マ ト リ ッ ク ス

エ ネ ル ギ ー経 済

エネルギー統計 資料(1977年 版)

会員配 布
〃

〃

年

年

年

通商産業省編(通 商産業研究社) 総 合 エ ネ ル ギ ー 統 計
一 般 年

通商産業省監修(石 油通信社) 石 油 資 料 一 般 年

石 油 化 学 新 聞 社 LPガ ス 資 料 年 報 一 般 年



6.エ ネ ル ギ ー 情 勢 の 解 析 に 利 用 で き る デ ー タ ベ ー

ス に つ い て

エ ネル ギ ーに関 す るデ ー タは,従 来,各 国 あ るい は,国 際 的 に収 集 され,利

用 されて来 てい る。 近 年 の コ ン ピュ ータ の急 速 な発達 に ともな い,コ ン ピ ュー タ

・リー ダ ブルな デ ータベ ース が整 備 され て来 て い るo

利 用 の便 宜 さ,高 度 性,多 角性 か ら考 え,こ こで は,コ ン ピ ュータ・リー ダ ブル

な デ ータ ベ ース に限 って論 じる。

6.1デ ー タ ベ ー ス の 分 類

デ ー タベ ース は,文 献 検 索 タイ プと,数 値検 索 タイプ の2つ に大 別 され,

さ らに機 能 面 よ り細 分 され るo

文 献検 索 タイ プ

。時 系 列(新 聞記 事)シ リーズ

o非 時系 列 ・非技 術 情報 シ リ一一ズ

。技 術 文 献 シ リーズ

数 値検 索 タ イ プ

。時 系列 統計 シ リーズ

。技 術 数 値 シ リーズ

。非時 系 列統 計 ・予測 値 シ リーズ

6.2各 論

各 シ リーズ に 関 し,例 示 説 明 を す る 。

(1)時 系 列(新 聞 記 事)シ リ ーズ

① ニ ュ ー ヨ ー ク タ イ ム ズ ・デ ー タ ベ ー ス

全 米 約50紙 の 主 要 記 事 の抄 録 が 収 録 され て い る。

②Petoroleum/EnergyBusinessIndex

APIが 次 の6紙 の イ ンデ ッ ク ス を デ ー タ ベ ー ス に ま と め て い るo
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MiddleEastEconomicSurvey

TheOilandGasJournal

TheOilDaily

ThePetoroleumEconomist

PetoroleumIntellgienceWeekly

Platt'sOilgramNewsService

年 月 日,地 域,品 目,項 目 で 検 索 で き る。

次 に 示 す 例 は,Libya,CrudeProduction;EquityCrude

Cost,Nigeria,PriceDecreaseの 各 キ ー ワ ー ドで検 索 が で き る。

(例)LibyaCutsCostsToProducers,ButNigeriaHolds

BackPetoroleumIntelligenceWeeklyV17N.2P1

(1/9/78)00575

③NEEDS・IR

日 本 経 済 新 聞 社 が,同 社 で 発 刊 して い る 日本 経 済 新 聞,日 経 流 通 新 聞,

日 経 産 業 新 聞 の3紙 の経 済 関 連 記 事 を 年 間12万 件 収 録 し て い る。 エ ネ ル

ギ ー関 連 が,年 間1万 件 含 ま れ て い る 。40字 の イ ン デ ッ ク ス と,主 要 記

事 に 関 し て は!t200字 の 抄 録 が あ るo

年 月 日,地 域,品 目(ガ ソ リ ン;核 燃 料 …),項 目(資 源 対 策;省 エ ネ ル

ギ ー …),会 社 名 ・団 体 名 で 検 索 で き る。

④IEE・EIDS(仮 称)

日 本 エ ネ ル ギ ー経 済 研 究 所 が1979年 よ り,海 外 約50紙 の エ ネ ル ギ

ー 関 連 記 事 を年 間1万2千 件 収 録 しは じめ た 。 日 本 語 に よ る32字 の イ ン

デ ッ ク ス と,主 要 記 事 は200字 以 内 の抄 録 が あ る 。 特 徴 と して は,記 事

の 紙 面 に お け る ス ペ ー ス が 行 数 表 示 で 判 る よ う に な っ て い る。 検 索 方 式 は

NEEDS法 で あ る。
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② 非 時 系 列 ・非 技 術 情 報 シ リー ズ

①ENERGYINFORMATION(ENERGYLINE)

EnvironmentInformationCenter ttIna(NewYork)が 作 成 し

て い る デ ー タ ベ ー ス。 情 報 源 は 雑 誌,NTSレ ポ ー ト,会 議 資 料 等 を 年

間1万 件 収 録 し て い る。 内容 は

U.S.Economics

CoalResources

UnconventionalResourees

SolarEnergy

FuelProcessing

FuelTransport&Storeage・

Consumption&Conservation

と な っ て い る。 こ の デ ー タ ベ ース は,ロ ッキ ー ド社 の オ ン ラ イ ン検 索 シ ス

テ ム に よ っ て サ ー ビス され てい る 。

(3)技 術 文 献 シ リーズ

①JICST:エ ネ ル ギ ー

科 学 技 術 情 報 セ ン タ ー が1979年 よ りサ ー ビ ス を 開 始 した 。 年 間12万

件 に わ た る エ ネ ル ギ ー に 関 す る,基 礎 研 究,開 発 研 究,技 術 の 日本 語 の 抄

録 が収 録 され て い る。

②APLIT

米 国石 油連 盟(API)で 作 成 され てい る,石 油産業,石 油化 学 の分 野 の

技 術,研 究 に関 す る情報 が,雑 誌 ・会議 資料,政 府報 告 よ り収 集 され てい

る。1964年 よ り,年 間18,000件 。

SDC(SystemDevelopmentCorp)を 通 じて,オ ン ライ ンで ア ク

セ スで き る。
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③APIPAT

APIで 作 成 され てい る,石 油,石 油化 学産 業 に関 す る特 許 の デ ータベ

ー スO

米 国,カ ナ ダ,ベ ル ギ ー,フ ラ ンス,西 独,英 国,オ ラ ンダ,イ タ リア,

日本,南 ア連 邦 が カバ'一 され て い る。月700件 。

④TULSA

タル サ大 学 で作 成 され て い る,石 油 の地 質 デ ータ,石 油 ・ガ ス の生産,

探 鉱埋 蔵量,代 替 燃 料,輸 送 に関 す るデ 一夕ベ ・…ス。1965年 よ り四半

期 毎 に更 新 され てい る。

⑤NTIS
'
米 国 のGoverventResearchAnnouncementsよ り発 表 され る,科

学 全般 に関 す る報告 を 収録 してい る。 エネル ギ ー,環 境 科 学,産 業 経済,

情 報科 学 が含 まれ,1964年 以 降600,000件 が収 録 され,隔 週2,500

件 が追加 され てい る。 ロ ッキ ー ド社 の オ ン ライ ンで サ ー ビス され てい る。

(4)時 系 列統 計 シ リーズ

①NEEDS・IEEエ ネ ル ギ ー ・サ ー ビス

日本 エ ネル ギ ー経 済 研究 所 と 日本 経 済新 聞 社 が 共 同 して,エ ネル ギ ー関

係 の需給統 計等2,000系 列 のデ ータバ ンクサ ービス を オ ンライ ンで行 って

い るo

同 時 に,短 期 需 要 予 測 モデ ル,中 長期 需要 予 測 モデ ル,エ ネ ル ギ ーバ ラ

ンス表 の計算 サ ー ビス も行 ってい る。

デ ータバ ンク に収録 され てい る統 計 は

エ ネル ギ ー統 計 月報

電 力調 査統 計 月 報

鉄鋼 統計 月報

石 油 資料 月 報

ガ ス事業 統 計 月報
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日本 貿 易月報

日銀 物価 指 数 月報

外 国貿 易概 況

国 民所得 統 計 年 報etc

②ENERGY

DataResource's,Inc(マ サ チ ューセ ッツ)が サ ー ビス を して い る,

米 国 内 の主要 エ ネル ギ ー供給 と,需 要統 計。収 録数 は,2万 シ リーズ 。 州

単位 のマ トリック ス ま で収 録 され てい る。

③Platt'sOi1Price

プ ラツの 石油価 格 統 計 をDRIが 独 占的 に オ ンライ ンサ ー ビス を してい る。

3,000系 列 が収 録 され てい る。 主 と して 月報 で あ る。

④OilandGasJournalDataBase

約2,000系 列 の石 油 お よび ガス供給 の統計 が乗 ってい る。 これ もDRI

が オ ン ライ ンサ ー ビス してい る。

⑤OEcb統 計

QuartρrlyOilStatistics

AnnualOilStatistics、

EnergyBalances

の 三 本 が コンピュータ・リーダブル な 磁 気 テ ープ と して,サ ー ビス され て い る。二

⑥WorldEnergySupPly

国 連 で 集 計 さ れ て い る エ ネ ル ギ ・一統 計 約15,000系 列 が 収 録 され て い る。

⑦IAEA:EnergyandEconomicTables(1950-1975)

国 際 原 子 力 機 関 が,加 盟 国 の 原 子 炉,ウ ラ ン資 源,原 子 力 発 電 予 測,コ

ス ト,各 種 エ ネ ル ギ ー,経 済,入 口等 を 収 録 し,デ ー タ バ ン ク化 し て い る 。

⑧Predicasts(PredicastsTermina1System)

PredicastsInc.が,米 国 政 府 の 年 報,産 業 統 計,商 工 業 協 会 年 鑑,

国 勢 調 査,政 府 統 計,政 府 出版 物,業 界 誌 か ら,'産 業 全 般 の 情 報 と予 測 を
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収 録 し て い る。 内 容 は 下 記6部 門 に 分 か れ て い る。

oPTSDomesticStatistics

1971年7月 以 降170,000件(1977年 迄)

1,600件/月 追 録

oPTSEISIndustrialPlants

1977年 度117,000件

oPTSF&SIndexes

1972年 度 以 降860,000件(1977年 迄)

12,000件/月 追 録

oPTSFederalIndex

1976年10月 以 降12,000件/月 追 録

oPTSInternationalStatistics

1972年 度 以 降175,000件(1977年 迄)

2,000件/月 追 録

oPTSMarユ(etAbstracts

1972年 以 降150,000件(1977年 迄)

3,000件/月 追 録

PTSは ロ ッ キ ー ド社 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム で サ ー ビ ス さ れ て い る。

㈲ 技 術 数 値 シ リー ズ

①BNL-EMDB

米 国 ブル ッ クヘ ブ ン 国 立 研 究 所(BNL)で 開 発 した,エ ネ ル ギ ー一.・プ ロ

セ ス の 関 連 係 数 を 体 系 化 した デ ー タ ベ ー ス 。

エ ネ ル ギ ー(Energy),経 済(Economics),環 境 性(Ecology)の

各 分 野 に 対 す る特 定 な プ ロセ ス の 評 価 を 目的 と し て い る。 こ の デ ー タ ベ ー

ス は,か な り理 想 的 に 設 計 さ れ て い る が,更 新 維 持 が 困 難 で あ る とい う弱

点 を も っ て い るo.
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②CEC:SEEDB

ヨ ー ロ ッパ 共 同体(CEC)が,1976年 よ り,SystemsEuropeS.

Aに 委託 して開発 して い るデ ータベ ース。

キ ー ワー ドを地域(国),項 目(ア クiティビテ ィー),プ ロセ ス,エ ネ

ル ギ ー形 態,サ ブシ ステ ムの5群 に分 け,要 素には シナ リオ(悲 観,楽 観)

年(歴 史 的 デ ータ')を 加 え て い る。併 行 してSIMULと い うシ ミュ レ ーシ

ョン ・シ ステ ムも開発 して,将 来 は,マ ク ロ経済 モデル,産 業 連 関 モ デル

とも連結 させ,最 適 な燃料 ミ ックス と,最 適 投 資政 策 の推 定 を行 うこと も

考 え て い る。

(6)非 時 系 列統 計 ・予測 値 シ リーズ

統計 の 内 には,か な らず し も,時 系 列 としては,メ イ ンテ ナ ンスが で きな

い重 要 な数値 が あ る。例 えば,低 開発 国 の諸 統 計,先 進 国 で も,国 勢 調 査 に

よ って得 られ るデ ータ,ま た 統計 数値 で はない が,エ ネル ギ ー需 要予 測等 各

機 関 か ら提示 され る重要 な予 測値等 が あ る。 この種 の デ ー タベ ースは,現 在

の とこ ろ,目 ぼ しい もの は ない が,重 要 な部 門 で あ る。

Predicastsに,一 部 で あ るが,こ の種 の情 報 が収 録 され てい る。

以 上,各 種 のデ ー タベ ース を概説 して来 た が,こ れ らの デ ー タベ ースを有機

的 に利 用す るソ フ トウエ ア も重 要 であ る。 この機 能 を持 った ものが,デ ータ バ

ンク と呼 ば れ,エ ネ ル ギ ーに関 し,現 在,一 般 の利 用 に供 され てい るバ ンク と

しては,米 国 のDRI・ENERGYSERVICEと,日 本 のNEEDS・IEE

ENRGYSERVICE,米 国 の ロ ッキ ー ド社 の ダイ ア ロ グ等 が あ る。
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